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草津市の市営住宅について１



草津市市営住宅の分類

笠縫団地（高層耐火） 木川団地（簡易耐火）

Ａタイプ Ｂタイプ

(１９９戸)

(６５２戸)

（令和8年３月末時点）

陽ノ丘団地、矢倉団地、玄甫団地、常盤団地、
玄甫北団地、笠縫団地、橋岡団地、芦浦団地、

木川団地、下中ノ町団地、西一団地

公営住宅
（４５３戸）

改良住宅等
（１６９戸）

砂池団地、東木川団地、宮前団地、寺前団地、北中ノ町団地、
菰原団地、六ノ坪団地、西草津団地、神宮団地、西木川団地

草津市営住宅
（６２２戸）
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常盤団地（中層耐火）



草津市市営住宅の種別
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陽ノ丘

笠縫

芦浦

常盤

橋岡

玄甫
玄甫北

矢倉

木川
西一

団地名 戸数 建設年度 所在地

木川 86 S51～63 木川町

西一・下中ノ町 20 S52～61 西草津一丁目

矢倉 48 S49～50 西矢倉二丁目

玄甫・玄甫北 30 S51、S54 東矢倉三丁目

常盤 72 S53～57 志那中町

笠縫 138 H19、23 上笠四丁目

橋岡 15 H20 橋岡町

芦浦 8 H23 芦浦町

陽ノ丘 36 H27 木川町

合計 453

●公営住宅一覧

●改良住宅一覧

団地名 戸数 建設年度 所在地

砂池 37 S49～51 木川町

東木川 12 S51 木川町

宮前 33 S53 木川町

寺前 25 S56～62 木川町

神宮 12 S58～59 木川町

西木川 17 S62 木川町

北中ノ町 3 S51 西草津一丁目

六ノ坪 7 S51～53 草津町

菰原 3 S51～53 西草津一丁目

西草津 20 S53～S58 西草津一丁目

合計 169 3
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前回審議会の振り返り２



１ 概要
本市が保有する公営住宅等の供給及び維持管理にかかる方針と事業スケ

ジュールを定めた「草津市市営住宅長寿命化計画」が令和8年度末をもって計
画期間の終期を迎えることを受け、市営住宅を取り巻く現状と中長期的な見通
しを明らかにしつつ、市営住宅の効果的な整備と適正な維持管理の推進に寄
与するべく、同計画を改定します。

３ 今後のスケジュール

現計画
平成29年度～令和8年度

次期計画
令和9年度～令和18年度

策定期間
令和7年度～8年度

２ 改定内容
同計画の改定内容につきましては、公営住宅等長寿命化計画策定指針に基づく

検討事項及び本市建替事業に係る検討事項として下記のとおり予定しています。

改定内容 現計 改定

１．公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 〇 3頁 〇

２．計画期間 〇 3頁 〇

３．公営住宅等の状況 〇 4頁 〇

４．長寿命化に関する基本方針 〇 10頁 〇

５．公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 〇 17頁 〇

６．点検の実施方針 〇 30頁 〇

７．計画修繕の実施方針 〇 31頁 〇

８．改善事業の実施方針 〇 33頁 〇

９．建替事業の実施方針 〇 34頁 〇

１０．長寿命化のための事業実施予定一覧 〇 37頁 〇

１１．ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 〇 39頁 〇

１２．事業化モデル計画の検討 〇

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

常盤 長寿命化工事(外構) 事業終了(実施年度：R2～R7)

木川
西一

下中ノ町

PFI公告
議決

木川１期
竣工

西一竣工
木川２期
竣工

PFI導入
可能性

仕様書作成等
アドバイザリー

PFI事業

測量・
官民境界

地質調査 移転支援 モニタリング

アスベスト
調査

移転支援 移転支援 移転支援

矢倉
玄甫

玄甫北
用地交渉中

橋岡
笠縫
芦浦

陽ノ丘

見送り 大規模修繕の検討

４ 主な検討事項

【矢倉・玄甫・玄甫北団地】
・住み替え対応が必要となる世帯数や戸数を試算し、団地の統廃合や非現地移転の
方向性を整理

・PFI事業等の建設方式や地域の民間賃貸住宅の活用等の借上げ方式等について、
複数案の比較検討
（民間資本の活用可能性や用地取得の範囲に応じた整備ﾌﾟﾗﾝ等、事業の前提条件を
定める）

・整備ﾌﾟﾗﾝに基づく戸数の検討、住棟配置や住戸ﾀｲﾌﾟ別の間取り、事業ｽｹｼﾞｭｰﾙ等を
検討するとともに、事業費・国費等の概算事業費を算出し、効果的・効率的な事業
手法を検討する。 等

【橋岡、笠縫、陽ノ丘、芦浦団地】
・現地調査を把握の上、修繕箇所（大規模修繕含む。）の設定
・草津市市有建築物保全計画との整合を図り、適切な計画修繕の方向性を検討 等

５ 改定スケジュール
R8.2‐  同計画改定業務 契約締結及び改定業務実施
R8.10  草津市市営住宅審議会
R8.12  パブリックコメントの実施
R9.3    計画改定

草津市１．前回審議会の振り返り
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前計画の振り返り３



草津市２．前計画の振り返り

４．長寿命化に関する基本方針
(1) ストック活用の方向性 ①長寿命化の目的 ②基本的な考え方 ③ストック活用の基本目標
(2) 目標整備水準
(3) ストックの状況把握・修繕の実施・データ管理に関する方針

①法定点検および日常点検の実施 ②草津市市有建築物中長期保全計画等に基づく修繕の実施
③点検結果や実施した修繕内容のデータ管理

(4)長寿命化及びライフサイクルコストの宿善に関する方針
①長寿命化による建替時期の平準化 ②ストックの状況にあわせた長寿命化対策

５．事業手法の選定
(1) 選定の考え方 平成２８年８月改定の公営住宅等長寿命化計画策定指針に基づき選定
(2) 1次判定 ①管理方針（i）需要 (ii)効率性 (iii)立地

②改善の必要性・可能性（i）躯体の安全性 (ii)避難の安全性 (iii) 居住性
(3)２次判定 ①事業手法の仮設定（LCC比較）(i）LCC比較 (ii)計画期間内の建替事業の試算

②事業手法の仮設定（将来ストック）(i)公営住宅供給目標量 (ii)目標量変動見込

(4)３次判定 ①事業手法の再判定（集約・再編）(a）効率的活用 (b)集約・再編の可能性

(c)総合的な検討 ②事業費・時期の検討(a)事業費試算(b)実施時期調整
(5)長期的な管理の見通し (6)計画期間内の事業手法の選定結果

基本方針

・公的賃貸住宅の的確な供給と管理を実現

・多様なニーズに応じた住宅確保

・ユニバーサルデザインと緑豊かな都市環境の創造

３．公営住宅等の現況と課題
(1) 公営住宅ストックの現況 ①保有ストック数の状況 ②老朽化等の状況 ③間取りの状況
(2) 募集・入居状況 ①募集の状況 ②入居状況(i)入居率 (ii)高齢化率 (iii)居住期間
(3) 公営住宅を取り巻く状況 ①ストック面 ②住宅供給面 ③入居者管理面

６．点検の実施方針 原則3年ごとに実施

７．計画修繕の実施方針
(1) 計画修繕 (2)経常修繕 (3)計画期間内に実施する計画修繕

８．改善事業の実施方針
(1)長寿命化に向けた改善事業のあり方 (2)期間内に実施する改善事業 (3)事業スケジュール

９．建替事業の実施方針
(1)建替事業の実施にかかる考え方

①地域特性や需要に即した団地形成 ②建替事業の平準化・効率化 ③仮住居等の確保
(2)期間内に実施する建替事業

〈実施予定団地〉矢倉、玄甫、玄甫北、木川、西一、下中ノ町、（新規供給）
(3)用途廃止にかかる実施方針 (4)民間資金等の活用にかかる方針

１０．長寿命化のための事業実施予定一覧
(1)計画修繕・改善 (2)新規整備・建替(3)共同施設 (4)改良住宅の改修

１１．LCC（ライフサイクルコスト）の検証
(1)新規整備住棟におけるLCCの確認 (2)改善事業のLCC縮減効果の確認

１２．市営住宅事業の推進にかかる今後の課題
(1)西一・木川地区の統合建替における居住の安定の確保
(2)建替団地における併設施設の検討
(3)住宅セーフティネットの形成にかかる民間事業者との役割分担

１．背景・目的
（背景）草津市住宅マスタープランで想定する公営住宅等の需要に対応するため定期的な点検や予防保

全的な修繕によりコストの縮減を図る必要がある。
（目的）草津市における住宅確保用配慮者等の居住安定確保を図るため市が保有する公営住宅ストック

の効率的な整備・管理を推進することを目的とする。

２．計画期間 平成２８年度～令和８年度

◎前計画の構成

国指針に基づき６～１２の項目にかかる方針を決定

・随時対応
・原則１５年ごと

常盤団地
長寿命化工事

・木川、西一・下中ノ町／矢倉・玄甫・玄甫北
建替戸数の検討・統廃合等の検討・PFI、PPP等の検討

•日常

•定期
点検

•経常

•計画
修繕

改善
事業改善

建替建替

・随時対応
・3年に一度

大規模修繕
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草津市２．前計画の振り返り

◎前計画の背景と目的／基本方針

草津市における住宅確保用配慮者等の居住安定確保を図るため市が保有する公営住宅ストックの効率的な整備・管理を
推進することを目的とする。

目的

平成２８年 → 令和８年度 まで

計画期間

基本方針

□セーフティネットとしての公的賃貸住宅の的確な供給と管理を実現する。
（量的確保とトータルコストの低減）

□多様なニーズに応じた住宅確保を促進する。
（人口・世帯構成の将来見通しに即した団地、住戸タイプの供給）

□ユニバーサルデザインと緑豊かな都市環境を創造する。
（コンパクトシティ＆ネットワークに資する市街地内での統合的な団地再生）

本計画において示す市営住宅事業の展開方向は、草津市住宅マスタープランの公営住宅にかかる基本方針を踏襲

草津市住宅マスタープランより
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草津市２．前計画の振り返り

◎計画期間の主な実績

H29 R５ R８R3 R７計画期間

改定時期

点検

改善事業

建替事業

現行計画の改定
（H29～R8）

H29

一部改定
（長寿命化工事・建替事業

の進捗にあわせて）

R5

定期点検・法定点検の実施（計画期間を通じて継続）

定期点検・法定点検の実施（計画期間を通じて継続）
常盤A・B・C棟（各２４戸・計７２戸）

長寿命化工事の実施（R3～R7）

定期点検・法定点検の実施（計画期間を通じて継続）

点検結果を踏まえ、修繕等を実施し、適切な維持管理を実施した

対象団地の検討

矢倉 玄甫・玄甫北 木川 西一・下中ノ町

統廃合・現地／非現地・PFI/PPP等の検討

［R3］公営住宅等
建替基本計画の策定

［R５～R６］PFI導入可能性調査

［R６］地籍測量・境界確定業務

［R７］地質調査業務

［R８］事業者選定
入居者移転

木川、西一・下中ノ町団地建替事業
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老朽化が進む住宅ストックについて、適切な時期に大規模改修を行い長期的な活用を可能とすることで財政負担を軽減し、また、高齢化の進展等に
より変化する居住ニーズに適切に対応することで、将来にわたり安全で快適な公営住宅の供給を行うために実施するものであり、常盤団地の長寿命
化工事を行ったもの。 （Ａ棟：令和４年３月完了 Ｂ棟：令和５年6月完了 C棟：令和６年１０月完了 外構：令和７年１０月完了）

事業概要

団地名 建設年度 構造 戸数 長寿命化工事実施年度

常盤団地A棟 昭和５３年度 RC ２４戸 令和３年７月～
令和４年３月

常盤団地B棟 昭和５５年度 RC ２４戸 令和４年１０月～
令和５年６月

常盤団地C棟 昭和５７年度 RC ２４戸 令和５年１２月～
令和６年１０月

外構 令和6年2月～
令和7年10月

常盤団地概要

常盤団地周辺地図

建設から約４０年が経過し、建物や配管等の老朽化が進んでいたことか
ら、給排水管等の更新や耐久性、断熱性の向上などの長寿命化工事を
行うとともに、住戸内の段差解消やユニットバスの設置等、福祉対応と居
住性向上を図りました。

長寿命化工事内容

草津市２．前計画の振り返り

◎改善事業の実施内容 常盤団地長寿命化工事
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草津市２．前計画の振り返り

洗面室

外観

高架タンク撤去・外壁改修・給排水管改修

就寝室・キッチン

畳からフローリングに変更

仕切戸

玄関・廊下

段差解消

ユニットバス

集会所

＜建築＞
・ユニットバス、給湯器、洗濯パン新設
・住戸内段差解消（バリアフリー化）
・流し台更新
・断熱改修
（ペアガラス、断熱改修）

・防鳥ネット設置
・集会所改修
（トイレ改修、内装改修、防水改修等）

【参考】
＜機械＞
・給排水設備の改修
・旧受水槽撤去

＜電気＞
・電灯コンセント設備更新
（ＬＥＤ照明、コンセント増設）

・呼出設備改善 等

２枚引込戸

屋根防水改修、外壁塗装

▶主な改修内容

◎常盤団地長寿命化工事【屋内改修】
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Ａ
棟

Ｂ
棟

Ｃ
棟

浄
化
槽

集会所

側溝

浄化槽

駐輪場
Ａ－Ｂ棟間

Ｂ－Ｃ棟間

劣化・損傷多数あり
（排水機能低下）

⇒敷地内道路・側溝改修

浄化槽撤去

劣化・損傷多数あり
⇒ 交換（集約化）

舗装
⇒駐車場・屋内通路整備

舗装
⇒駐車場・屋内通路整備

草津市２．前計画の振り返り

◎常盤団地長寿命化工事【外構部（従前・従後）】

公園設置
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草津市市営住宅長寿命化計画の計画素案について４



草津市草津市市営住宅長寿命化計画の計画素案について

▶長寿命化計画について（本編p.4～5）

14

草津市では、市が保有する公営住宅等ストックの長寿命化と予防保全的な維持管理への取り組みを進めている。

令和4(2022)年3月には草津市公共施設等総合管理計画を改訂し、令和6(2024)年3月には草津市住生活基本計画の策

定を行った。

低額所得者、高齢者、障害者などの住宅の確保に特に配慮を要する者が安心して暮らせるように、中長期的な需要を踏まえた

効率的かつ効果的な公営住宅の活用に向けた新たな計画が求められている。

(1) 背景

(２) 計画期間・目的

【計画期間】

令和9(2027)年度から令和18(2036)年度までの10年間

また、関連計画の改定や社会情勢の変化に応じ、本計画の中間年度を目安に計画の点検・見直しを行うものとする。

【目的】

草津市における住宅確保用配慮者等の居住安定確保を図るため、市が保有する公営住宅ストックの効率的な整備・管理を推

進することを目的とする。

前回計画の計画期間が令和8年度末をもって終了となることから

今後10年間の公営住宅の活用に向け計画の改定を行う



草津市草津市市営住宅長寿命化計画の計画素案について

▶公営住宅の現況と課題の整理①（本編p.6～14）

 県内他市と比較すると、草津市の保有ストック数は人口あたり・世帯あたりとも少ない

 応募倍率は年度別で3.2～17.5倍、団地別で0.9～15.5倍とばらつきがある。入居者のうち65歳以上の高齢者は279人で、高

齢化率は45.0%である

 エレベーターや風呂釜等の設備がない簡易耐火造や中層耐火造4階建の団地では、建替を計画しているため政策的に募集を

停止している。令和18(2036)年度末には計112戸（24.7％）が耐用年数を経過する見込みである

 住生活基本計画（全国計画）が改定され、居住支援体制の整備や賃貸住宅市場の環境整備が位置づけられた

15



草津市

▶ 長寿命化に関する基本方針①（本編p.15）

①住宅供給の促進 中長期的な需要を踏まえた公営住宅等の供給・管理へ

②長寿命化の促進

必要な戸数を更新し、需要に見合った実稼働戸数を確保

脱炭素社会への移行や子育て環境の充実、防災・防犯など社会的な要
請の変化へ対応

老朽化が進む建替対象団地について事業の実施方針を検討

③建替の促進

目標管理戸数の設定

定期点検／計画修繕

改善事業

建替事業

民間市場との連携従来の行政による直接建設にとどまらない多様な供給方法を模索

誰もが安心して暮らせる住宅セーフティネット機能の充実（草津市住生活基本計画p.75）

住宅セーフティネットの根幹として、低額所得者、⾼齢者、障害者などの住宅の確保に特に配慮を要する者が安⼼して暮らせるように、中⻑期的な
需要を踏まえた効率的かつ効果的な公営住宅の活⽤に向けた取組を進めます。 （住生活基本計画より）

◎住宅供給の促進 ◎長寿命化の促進 ◎建替の促進

▶公営住宅の現況と課題の整理②（本編p.14）

住生活基本計画の内容を踏襲

草津市市営住宅長寿命化計画の計画素案について
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改定のポイント
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▶ 長寿命化に関する基本方針②（本編p.15~19）

 長寿命化に関する流れは以下の通り

公営住宅ストックのライフサイクル

高い

低い

性能

第2回

大規模修繕

+
改善工事

建替

もしくは

用途廃止

①経年で機能・性能が劣化

⇒修繕で対応

②社会的要求水準が上昇

⇒改善で対応

設計時

時間経過

改
善

改
善

修
繕

修
繕

建
替

第1回

大規模修繕

+
改善工事

事業の類型 事業手法

点検

目視によって簡易に確認することが可能な部位について日常点
検を実施するとともに、建築基準法12条の規定に基づく建築・設
備にかかる定期点検、定期点検以外の法定点検および数年毎の
劣化度調査を点検として実施する。

維持管理
（修繕）

公営住宅の性能・品質を維持するため、適切な保全を行うもの
を維持管理とする。
なお、本計画においては、長期活用を念頭に置き計画修繕や空

き家修繕を行う長寿命化型の維持管理と、建替や用途廃止を前
提とし経常修繕のみを行う（計画修繕の対象としない）修繕対応
型の維持管理を想定する。

改善
公営住宅の性能や品質を向上するため、設計時点よりもグレー

ドアップする工事を行うものを改善とする。

建替
現存する公営住宅または共同施設を除却し、その敷地の全部ま

たは一部の区域に新たに公営住宅を建設するものを建替とする。

用途廃止

公営住宅または共同施設としての用途を廃止し、異なる用途へ
転換するものを用途廃止とする。
除却により更地とするだけでなく、管理区分の変更や、住宅以

外への用途転換なども含む。

17

長寿命化工事
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長寿命化の検討にあたり事業手法の選定については国指針に則り以下の通り実施した

1次判定

団地の社会的特性による継続管理の方針
【判定の視点】需要・敷地・立地・躯体の安全性・面積・快適性 等

２次判定

1次判定において事業手法・管理方針の検討を行った団地・住棟の事業手法の仮設定
【判定の視点】LCC（ライフサイクルコスト）の比較・事業量の試算

３次判定

総合的な判断による計画期間における事業手法の決定
【判定の視点】統廃合の可能性・地域のまちづくりへの対応・長期的な需要変動への対応 等

▶ 事業手法の選定（本編p.20～32）



草津市草津市市営住宅長寿命化計画の計画素案について

19

▶ 3次判定結果

「住生活基本計画」で定める５８５戸を目標管理戸数とし、3次判定結果を以下の通りとする。

▶ 事業手法の選定②（本編p.31）

種別 活用方針 団地名 構造 住棟名 戸数 (戸) 中長期的な管理の見通し

公営

建替

矢倉 中耐 1,2号棟 48
本計画期間の後半を目安に、従前居住者の事前退居が不要となる非現地建替を行い、3団地を
集約する。

玄甫 中耐 - 24

玄甫北 簡二 - 6

木川 簡二 1～44号棟 86

本計画期間の前半を目途に建替住棟の建設を完了し、戻り入居および新規募集を開始する。下中ノ町 簡平 1～7号棟 14

西一 簡二 1～3号棟 6

改善

橋岡 中耐 - 15 本計画期間の後半において大規模修繕を実施し、引き続き適切な維持管理につとめる。

芦浦 低耐 - 8 本計画期間の後半において大規模修繕を実施し、引き続き適切な維持管理につとめる。

笠縫 木造 1,2号棟 138 本計画期間の後半において大規模修繕を実施し、引き続き適切な維持管理につとめる。

維持管理

陽ノ丘 中耐 - 36 適切な維持管理につとめつつ、次期計画期間を目途に計画修繕の実施を検討する。

常盤 中耐 1～3号棟 72 当面は適切な維持管理につとめるものとする。

新規供給
（建替・借上
げ等の検討）

- -
13２
程度

建替時に建設戸数を上乗せするほか、既存の民営借家を借り上げて公営住宅として活用すること
について、検討を行う。

合計 ５８５

【参考】
改良

用途廃止

砂池 簡二/中耐 1～12号棟 ３７

引き続き「草津市改良住宅譲渡に関する基本方針」に基づき従前居住者への譲渡を進め、用途
廃止して解体を行う。

東木川 簡二 1～13号棟 １２

宮前 簡二 14～39号棟 ３３

寺前 簡二 40～58号棟 ２５

北中ノ町 簡二 1,2号棟 ３

菰原 簡二 1～3号棟 ３

六ノ坪 簡二 1～5号棟 ７

西草津 簡二 1～20号棟 ２０

神宮 簡二 59～65号棟 １２

西木川 簡二 66～77号棟 １７

（改良住宅管理戸数：令和8年3月末時点）
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◎点検の実施方針

①日常点検

本市が管理するすべての公営・改良住宅を対象に、目視によって簡易に確認することが可能な部位について、必

要に応じて日常点検を実施する。点検項目は「公営住宅等日常点検マニュアル（平成28年8月 国土交通省住

宅局住宅総合整備課）」を参考に、定期点検で対象としない項目を重点的に実施することを基本とする。

②定期点検

本計画期間内に実施が必要となる法定点検は、市有建築物全体の保全計画と整合を図りつつ、３ヶ年ごとの

実施を前提として計画期間内での平準化を図る。

実施年度 令和9・12・15・18年度 令和10・13・16年度 令和11・14・17年度

対象団地
常盤、砂池（RC）、玄甫、

玄甫北、矢倉、芦浦
橋岡、笠縫、

木川、下中ノ町、西一
陽ノ丘、

改良住宅（砂池RCを除く）

管理戸数 公営158戸、改良16戸 公営259戸 公営36戸、改良１５３戸

＜定期点検のスケジュール＞

▶ 点検の実施方針（本編p.33）
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◎修繕の実施方針

②計画修繕

３次判定で改善としたストックは計画修繕の対象とし、国指針が示す部位ごとの修繕周期を参考にしつつ、改善

事業とあわせて実施する。

なお、大規模な改修の実施にあたっては、対象部位の事前調査（インスペクション）を実施し、実施判断および事

業費・ライフサイクルコストの精査を行うものとする。

①経常修繕

当面管理するすべての市営住宅ストックにおいて、計画修繕項目に含まない個別の修繕工事を経常修繕項目

とし、日常点検において必要が確認された場合には随時修繕を実施する。

なお、ストックの活用判定で建替・用途廃止もしくは維持管理（修繕対応）とした住宅については、本計画期間

においては経常修繕のみの対応とする。

▶ 修繕の実施方針①（本編p.34～36）

⇒ 更新対象部位の修繕周期を踏まえ、建設後おおむね２０年～３０年において実施する。
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◎計画修繕の実施方針

③ 計画期間における実施内容

本計画期間における計画修繕は、３次判定で長寿命化改善とした3団地4棟（橋岡、笠縫1期棟/2期棟、芦浦）

の各団地において、おおむね建築からの経過年数が古い順に実施する。なお、建替事業に配慮し事業時期の平

準化を図るため計画期間の後半において計画修繕を実施するものとする。笠縫（２期棟）についてはR18年～19

年の2か年の実施を予定しており、次期計画に重ねて実施するものとする。

＜計画修繕の実施スケジュール＞

▶計画修繕の実施方針②（本編p.34～36）

団地・住棟名 建設年 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18
計画
期間外

橋岡 H20 維持管理

調査設計

計画
修繕

維持
管理

笠縫(1期棟) H19 維持管理
計画
修繕

維持
管理

笠縫(2期棟) H23 維持管理

調査
設計

計画
修繕

芦浦 H23 維持管理
計画
修繕

維持
管理

27年経過

2９年経過

2５年経過

2６年経過

建

建

建

建
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◎改善事業の実施方針

① 改善事業の類型と工事内容の例

ストックの活用判定で改善と位置づけたストック・団地における個別の改善工事の内容は事前調査の結果に基づ

いて判断するが、改善工事の類型ごとの基本的な考え方は下表に基づくものとする。なお、建替事業に配慮し事業

時期の平準化を図るため計画期間の後半に修繕事業と合わせて改善事業を実施するものとする。

累計 実施方針 工事内容の例

A 居住性向上型
住戸規模・間取りの改善や住戸住棟設備の機能向上を行い、居住性を

向上させる。
・ 和室からフローリングへの変更
・ 給湯器の設置・更新
・ 流し台、レンジフードの更新 等

B 福祉対応型
高齢者等が安全・安心して居住できるよう、住戸内・共用部・屋外のバ

リアフリー化を進める。
・ 高齢者対応浴室ユニットの設置
・ 住戸内・共用部への手すり設置
・ 共用部スロープ等の段差解消 等

C 安全性確保型
災害発生時の安全性確保、防犯性向上や落下・転倒防止等の対策、生

活事故防止に配慮した改善を行う。
・ 住宅用防災警報器の設置
・ 避難経路となる通路や照明等の整備
・ 耐震改修 等

D 長寿命化型

一定の居住性や安全性等が確保されており長期的な活用を図るべき
住棟において、耐久性の向上や、躯体の劣化の低減、維持管理の容易性
向上の観点から予防保全的な改善を行う。

・ 屋上、バルコニーの防水性能の向上
・ 外壁および建具等の再塗装、改修
・ 給湯・給水管、排水設備、ガス施設の更新 等

E 脱炭素社会
対応型

既存の省エネルギー性能の向上に資する躯体の改修や建具等の交換
を行うとともに、再生エネルギーを活用する設備の導入を進める。

・ 住戸内・共用部分の照明LED化
・ 外壁の断熱改修
・ 太陽光発電設備、蓄電池の設置

F 子育て世帯

支援型

住戸内における子どもの安全確保や、子育て世帯が安心して暮らせ
る住環境の形成に資する改善を行う。

・ 住宅内での事故防止に資する設備の設置
・ 子どもの見守りがしやすい間取りへの変更
・ 共用部・集会所等へのキッズスペース設置

＜改善事業の類型と工事内容の例＞

▶改善事業の実施方針①（本編p.37～38）



団地・住棟名 現況

笠縫1期棟
（中耐/60戸）
笠縫2期棟
（中耐/78戸）
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芦浦
（中耐/8戸） 【住戸状況】

・住戸専用面積40㎡以上

・浴槽／洗面／台所あり

・耐震性 〇

・長寿命化の実施なし

・次世代省エネ基準適合

・管理戸数 ８戸

【住戸状況】

・住戸専用面積40㎡以上

・浴槽／洗面／台所あり

・耐震性 〇

・長寿命化の実施なし

・次世代省エネ基準適合

・管理戸数 1期棟：60戸 2期棟：78戸

・主なレイアウト

・主なレイアウト

▶改善事業の実施方針②（本編p.37～38）

団地・住棟名 現況

橋岡
（中耐/15戸）

【住戸状況】

・住戸専用面積40㎡以上

・浴槽／洗面／台所あり

・耐震性 〇

・長寿命化の実施なし

・次世代省エネ基準適合なし

・管理戸数 15戸

・主なレイアウト

改善事業実施の検討

A 居住性向上型
1次判定にて、面積水準40㎡以上もしくは「給湯3点（浴槽・洗面・台所）」がない団地
において実施を検討
⇒ 居住性の向上に資する内容を検討（給湯器の設置・更新 等）

B 福祉対応型
1次判定にて、手すり・スロープ等の福祉対応設備」が整備されていない団地において
実施を検討
⇒ 高齢者等の居住性に資する内容を検討 （住戸内・共用部の手すり更新 等）

C 安全性確保型
1次判定にて、耐震性や二方向避難の確保状況が適切でないと判断された団地にお
いて実施を検討
⇒ 防災性能の向上に資する内容を検討（避難経路となる通路や照明等の整備等）

D 長寿命化型
1次判定にて、過去10年以内に長寿命化を図っていない団地について実施を検討
⇒ 要実施。予防保全的な改善の内容を検討（外壁および建具等の再塗装、改修 等）

E 脱炭素社会対
応型

1次判定にて、次世代省エネ基準に適合していない団地にて実施を検討
⇒ 再生エネルギーを活用する設備の導入を検討

（現行の省エネ基準に適合した設備機器への交換）

F 子育て世帯
支援型

「管理戸数100戸」を超える団地において実施を検討
⇒ 笠縫のみ対象。子育て世帯が安心できる環境の形成（不審者の侵入防止設備の設置）
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▶ 建替事業の実施方針

① 本計画における実施内容

本計画期間においては木川・西一団地の集約建替（下中ノ町団地を西一に集約）と矢倉団地の集約建替（矢

倉・玄甫・玄甫北を集約）を実施する。

・ 木川・西一団地における集約建替 106戸
PFI手法を用いた集約建替を進め、令和12(2030)年まで

に計3棟の竣工をめざす。
従前の居住者は、建替後の木川団地1期棟及び木川団地

2期棟、西一団地への移転を想定する。

・矢倉・玄甫・玄甫北団地における集約建替 130戸
「草津市公営住宅建替基本計画」において、滋賀医科大学

敷地を除く県有地全体を活用した１３０戸～１４０戸程度の整
備を基本とするとともに、全敷地の活用が可能な状況となった
場合は最大２００戸程度の集約整備の検討を行うとしているが、
用地確保の進捗状況に応じ、滋賀県教育委員会所有地およ
び滋賀医科大学所有地の事業用地を活用することで、県有地
全体と同程度の事業敷地を確保し、１３０戸程度の整備を行う。

事業の実施にあたってはＰＦＩ手法を検討するものとする。

＜建替事業の実施スケジュール＞

▸木川1期棟：６０戸 2期棟：2６戸 西一：20戸の整備を予定

▸１３０戸程度の整備を予定

▶建替事業の実施方針（本編p.39～41）

団地名 戸数 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

木川団地1期棟

（新設/耐火/現敷地）
６０戸

敷地
造成等

1期棟
竣工

維持管理

木川団地2期棟

（新設/耐火/現敷地）
２６戸

2期棟
竣工

維持管理

西一団地2期棟

（新設/耐火/非現地）
２０戸

西一
竣工

維持管理

新矢倉(仮称)
（新設/耐火）

１３０戸
程度

PFI導入可能性調査
事業者選定

建替事業 維持管理



草津市草津市市営住宅長寿命化計画の計画素案について

26

▶LCCの検証

① 改善住棟のLCC（ライフサイクルコスト）

本計画において長寿命化型の改善事業を実施する全住棟について、改善事業を実施する場合と建替事業を

実施する場合のLCCを比較する。

⇒ LCCの算出により、維持管理を実施して長期的に住宅を活用するか建替を行うか、どちらが費用対効果に優

れるかを算出したもの。

団地名
住棟
番号

建設
年度

(年度)

評価期間
(改善
非実施)

(年)

計画前
LCC

(円/戸･年)

長寿命化型
改善費用計

(円/戸)

改善実施
時点の
経過年数

(年)

評価期間(改
善
実施)
(年)

計画後
LCC

(円/戸･年)

年平均
縮減額

(円/戸･年)

橋岡 - H19 50 466,029 7,039,000 22 70 370,022 96,007

芦浦 - H23 50 499,496 6,964,000 24 70 381,980 117,517

笠縫 1 H19 50 472,418 7,088,000 24 70 375,264 97,155

笠縫 2 H23 50 505,626 7,216,000 21 70 392,497 113,129

試算の結果、本計画期間において改善事業を予定するすべての住棟で年平均縮減額がプラス
となり、改善事業の実施が建替よりも費用対効果に優れることが分かった。

＜改善事業を実施する住棟のLCC算定結果 ＞

▶LCC（ライフサイクルコスト）の検証（本編p.43～48）
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目標管理戸数の585戸に対し、現状の管理戸数４５３戸との差１３２戸の供給が不足している中、建替事業
の実施方針のとおり、１３２戸のうち52戸は矢倉・玄甫・玄甫北団地における集約建替78戸と合わせて整備
を予定している。残る８０戸分については、民間ストックの活用・連携手法として既存の民間賃貸住宅の借上
げによる供給を検討するが、事業者ヒアリングにおいて賃貸住宅に十分な空き室が少ない状況や、借り上げ
公営事業の実施に際して貸家オーナ―や不動産事業者との調整・協力が不可欠であると明らかになったこと
から、具体的な実施時期や手法については、引き続き、今後の検討課題とする。

また、要支援者が低廉で一定の水準がある民間借家へ円滑に入居できるよう、滋賀県居住支援協議会や
市内で活動する居住支援法人との連携体制を確立するなど、新たな住宅セーフティネット制度への取り組み
を強化する。

▶今後の課題

①矢倉・玄甫・玄甫北団地における集約建替の推進

②民間の住宅ストック活用と市場との連携による公営住宅供給の推進

▶市営住宅の推進にかかる今後の課題（本編p.49）

敷地要件からおおむね130戸の整備を想定するが、単なる住宅更新にとどめず、福祉・相談機能や居場所
づくり、就労支援等の導入を通じて、多様な世帯が安心して暮らせる住環境の形成を図るとともに、周辺地域
のまちづくりと一体となった建替事業を実施することが重要。

また、集約建替により生じる現矢倉団地及び現玄甫・玄甫北団地の残地については、地域の活性化や民間
活力の活用も見据え、有効な活用方策を検討する必要がある。


